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「南三陸町の震災復興と地域産業」
山藤　竜太郎　
　南三陸町は石巻市、登米市、気仙沼市に囲まれた面積 163.74 平方キロメー
トル、人口１万 7666 人（2011 年２月末現在）の町であった。2005 年 10
月１日に志津川町と歌津町が合併して南三陸町は成立した。志津川町は面積
124.25 平方キロメートル、人口１万 3530 人（2005 年９月１日現在）、歌津
町は面積 39.48 平方キロメートル、人口 5445 人（2005 年９月１日現在）で
あり、旧志津川町の役場が南三陸町の役場となった。
　しかし、東日本大震災によって引き起こされた津波が、志津川地区と歌津地
区の双方の市街地を襲った。死者565人、行方不明者310人、住宅・建物被害（全
壊＋半壊）3311 という大きな被害がもたらされた。３階建ての防災対策庁舎
も津波に沈み、最期まで防災無線で避難を呼びかけた女性職員の話は、埼玉県
の道徳教材に掲載されることになった。
　これだけ大きな被害を受けた南三陸町が、震災から 11 カ月ほど経ち、どの
ように復興しているか調査をおこなった。南三陸町の復興のキーワードは「共
同化」であった。商業、水産業、水産加工業、造船業のいずれもが、お互いに
支え合いながら立ち上がりつつある。2012 年２月８日に訪問した際の記録に
基づいて南三陸町の状況を紹介したい。
　１．商工業の被害と仮設商店街
　南三陸町の商工会の会員は 562 業者であり、８割以上の 473 業者が全壊ま
たは半壊・一部損壊の被害を受けた。2011 年 12 月末時点で、その 473 業者
の半数以上の 258 業者は事業を再開したけれども、200 業者以上の企業が廃
業または事業再開の目処が立たない状況である。町の市街地のほぼ全域が津波
による大きな被害を受けたため、従前の場所での事業再開は難しく、移転した
上で事業再開を目指すことになる。
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　中小企業基盤整備機構（中小機構）による仮設店舗や仮設工場、中小企業等
グループ施設等復旧整備補助事業（グループ補助）による４分の３の補助によ
り（１）、南三陸町の 65 業者が再建を目指している。町有地は仮設住宅向けが優
先されたため、仮設店舗や仮設工場はほとんどが民有地を確保して建てられて
いる。民有地でも農地には建てられず、抵当権が設定されていたり、相続の対
象となっていたりと、権利関係が複雑な場合も対象とならないため、仮設店舗
や仮設工場の用地の確保はなかなか進まず、2012 年度に建設されるものもあ
る。
　仮設店舗の用地の確保は困難であったけれども、歌津地区では「伊里前福幸
商店街」と名付けられた８業者による仮設店舗群が 2011 年 12 月８日に開設
され、志津川地区では 32 業者による仮設店舗群が「南三陸志津川福興商店街」
と名付けられ、2012 年２月 25 日に開設した。「南三陸志津川福興商店街」が
建てられた場所はアパートなどがあったものの全て流失してしまった場所であ
り、５～６筆の区画を１軒１軒回って合意を得ることでまとまった土地を確保
した。
　
　歌津地区「伊里前復幸商店街」
●マルアラ及川商店：水産物食品加工業・業務用食品卸・海産物店舗販売業
●南三陸商工会、南三陸町観光協会：事務所
●カットクラブ　チバ：理容室
●アスリートやまうち：スポーツ用品
●ナカノ電気商会：家電製品
● B.J ヤマウチ：美容室
●マルタケ大衆ストア：青果・精肉・食品・雑貨
●マルエー：お土産・衣料品・ギフト・寝具
　
　２．水産業
　宮城県漁協志津川支所の正・準組合員は 822 人で、うち 33 人が震災で死亡・
行方不明になった。漁船の多くが流出したけれども、正組合員のうち 229 人
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に対しておこなったアンケートでは、約９割にあたる 202 人が本人もしくは
後継者の漁業継続意思が「ある」と回答している（２）。
　南三陸町では漁協を通じた緊急雇用創出事業により、湾内のガレキの撤去に
始まり、航路の確保、養殖施設のための区割りなどをおこなっている。海の深
い部分には若干のガレキは残っているものの、2011 年 12 月末までにはガレ
キ撤去の作業は終了した。ガレキ撤去をおこなったダイバーによると、引き波
によって沖に持って行かれたのか、海の深い部分のガレキはあまりなかったよ
うである。
　南三陸町では漁船の８割が津波の被害を受けて漁船が不足しているため、漁
船の共同利用がおこなわれている。「隣の家が３時に起きて漁に出るなら、ウ
チは２時半に起きるという雰囲気なので、もともと漁師の気質として共同は考
えられなかった。驚くべきことだ」と南三陸町上下水道事業所上下水道係長の
糟谷氏が語るように、漁船の共同利用は画期的なことである。
　南三陸町の魚市場は全壊したけれども、秋サケの水揚げに合わせて 2011 年
９月 26 日から露天の旧市場で取引が再開され、旧市場から 300 メートル東の
場所に仮設魚市場が 10 月 24 日に開設された。仮設魚市場は面積 1200 平方
メートルと旧魚市場の約３分の１の規模である。総事業費約１億 8900 万円の
うち国庫補助金が約６割、残りの４割は公益財団法人ヤマト福祉財団からの助
成金により建てられた（３）。再開当日には秋サケ約 30 トンの水揚げがあり、こ
の水揚げに合わせて水産加工業の復興も少しずつ始まった。
　養殖施設の再整備により、2011 年８月までにワカメの種付けが始まり、
2012 年２月から収穫も始まっている。ワカメは投資額も比較的少なく、育成
期間も短いため、これまでワカメの養殖をしていなかった者もワカメの養殖を
おこなうようになった。それでも、例年に比べれば半分以下の収穫量である。
　志津川漁協本所には 2001 年時点で 46 業者、支所には 94 名のカキ業者が
おり、志津川の生産量（年間約 642 トン、６億 4000 万円）は宮城県で 3 番
目であった（４）。このカキ養殖も全滅したけれども、「復興かきプロジェクト」
により（５）、2011 年６月 17 日に 500 連の種カキが東松島市から志津川地区へ
運ばれて本垂下が始まり、合計 3,000 連の支援が寄せられている。歌津地区
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でも 2011 年 12 月５日に「伊里前牡蠣復興支援　結っこ基金」が設立された。
カキの養殖は従来２年程度の育成期間が必要であったけれども、今までの密集
状態が結果的に解消されたため、１年程度で十分に成長し、早ければ 2012 年
秋にも出荷できる予定である。
　３．水産加工業
　南三陸町の基幹産業は水産加工業であり、水産加工業者の９割以上が被災し、
壊滅的な打撃を受けている。その中でも、特にヤマウチとカネキ吉田商店の取
り組みは注目される。
　これだけ大きな被害を受けた中で唯一の救いは、国道 45 号線沿いの高台に
志津川商工団地が形成されており、団地内の工場が津波の被災を免れたことで
ある。団地は津波の直接の被害はなかったとはいえ、電気は 2011 年５月、水
道は７月まで復旧しなかったけれども、電気と水道の復旧後に各社の事業も再
開している。
　志津川商工団地は商工業の生産と流通の高度化を目指し、1985 年４月に造
成工事が始まり、1986 年１月に造成が完了している。1990 年代には団地の
用地が拡張されて、1998 年５月に志津川町総合体育館「ベイサイドアリーナ」
も開設された。震災後はベイサイドアリーナが大規模な避難所となり、仮設の
町役場もベイサイドアリーナの駐車場に建設されている。
　ヤマウチ
　ヤマウチは 1949 年に山内正一氏が山内鮮魚店として創業した。1988 年に
はヤマウチと改称し、鮮魚の販売だけでなく水産加工品の製造販売にも進出し
ている。現在の社長は三代目の山内正文氏（1949 年生まれ）であり、震災前
の時点では従業員 20 名、資本金 2000 万円、売上高４億円であった。
　ヤマウチは工場１棟と店舗３棟が全て津波で流失したけれども、従業員は全
員無事であり、2011 年３月 19 日には山内恭輔氏（通販事業部本部長）がブ
ログを再開している（６）。店舗の再開には時間がかかったけれども、山内社長
が実行委員長となって「復興市」の開催を決意し、第１回は志津川中学校校庭
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で４月 29 日と 30 日に開催されて好況を博した。５月には保冷車（冷蔵機能
付きのトラック）を入手し、町外から鮮魚を仕入れて移動販売を始めた。この
保冷車には、農林水産大臣賞を受賞した「牡蛎桜燻し」と、みやぎものづくり
大賞グランプリ受賞の「帆ッ伊達な炙り」の看板が貼られている。５月 29 日
の第２回復興市には全国から 37 業者が集まり、雨にもかかわらず１万 5000
人もの来場者があった。復興市はその後も月１回のペースで開催されている。
　山内社長が代表となり、南三陸町の水産加工業者 10 社で「南三陸町水産加
工復興組合」を 2011 年５月 11 日に発足させている。同組合は共同化による
事業の早期再開を目指すとともに、新志津川漁港周辺に町が共同加工施設を整
備することや、新志津川漁港を臨時の水揚げ場として早期に利用できるように
すること、業務に必要な上下水道を早期に復旧させることなどを盛り込んだ要
望書を町に提出している。
　ヤマウチの既存の拠点は全滅してしまったけれども、志津川商工団地に冷凍
工場を建設中であり、震災前に基礎工事だけが終わっていた。この冷凍工場の
工事を 2011 年５月に再開し、５月 16 日には棟上式をおこなって、８月１日
から稼働している。同じ志津川商工団地内に販売店と飲食店を併設した 160
平方メートルの店舗も用意し、８月 10 日には開設しており、事業の本格再開
に向けた一歩を踏み出している。
　一方、仙台市の NPO 法人「ファイブブリッジ」の山田康人氏（副理事長兼
事務局長）の紹介により、東京都のミュージックセキュリティーズの猪尾愛隆
氏（取締役）らが 2011 年４月 15 日に山内社長が避難していた志津川中学校
に訪れた。この面会によって、ヤマウチも「セキュリテ被災地応援ファンド」
の設立に参加することになった（７）。４月 22 日に気仙沼市で開催された記者会
見に、気仙沼市の斉吉商店（水産加工業）、石渡商店（フカヒレ加工販売）、オ
ノデラコーポレーション（輸出入・飲食業）、丸光食品（製麺業）、岩手県陸前
高田市の八木澤商店（みそ・しょうゆ醸造）とともに、山内社長は参加した。
このファンドは、１口１万円（別途、出資金に関して手数料として１口 500 円）
のうち、5000 円を応援金として寄付し、5000 円を出資金とする仕組みである。
ヤマウチは募集金額 5000 万円であり、早くも９月７日までに満額が集められ
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た。
　ヤマウチが以前から所有していたものの使用していなかった土地と、水産練
製品製造販売業の及善商店が同様に所有する土地を活用して、両社に加えて伊
藤、マルセン食品の合計４社が集まって製氷工場と共同加工場を建設すること
になった。ヤマウチの山内社長、及善商店の及川社長、伊藤の伊藤社長、マル
セン食品の三浦社長の名字の頭文字を取り、この事業をYOIMと名付けている。
　及善商店も 2011 年６月 23 日からセキュリテ被災地応援ファンドを通じて
1000万円を募集し、９月５日までに満額を確保した。次いで伊藤は3000万円、
マルセン食品は 2000 万円を９月 14 日から募集した。
　これらの企業の工場建設計画は、中小企業基盤整備機構の仮設工場整備の申
請を 2011 年７月 18 日に通過しており、４社の共同加工場は 12 月 16 日に
引き渡された。ヤマウチはファンドで調達した5000万円で焼き魚加工ライン、
ガスバーナー等の設備を購入し、一部の設備の納品が 2012 年３月 20 日まで
かかる。その後、試運転、本格稼働を経て、４月半ばから本格的に出荷する予
定である。
　カネキ吉田商店
　カネキ吉田商店は 1962 年に創業され、アワビとウニの加工をおこなってい
た。1982 年に法人化されたものの、1988 年に先代社長が急逝したため、吉
田信吾氏（1959 年生まれ）が 28 歳で二代目社長に就任した。震災前の時点で、
従業員 85 名、資本金 3700 万円、売上高 18 億円であった。
　同社の代表的な製品はメカブであり、売上高構成比はメカブ６割、アワビ３
割、ウニ１割となっている。メカブが同社の売上の柱となった理由には、フレッ
シュタイプの湯通しメカブを開発したことが挙げられる（８）。メカブの原料の
入荷時期は２月から４月頃までで、新鮮なメカブを一年中食べることは不可能
であった。そこで６～７年かけて開発をおこない、ようやく 1981 年にフレッ
シュタイプの湯通しメカブが完成した。この結果、現在でも同社はメカブ製品
でシェア第２位となっている。
　アワビについては生での出荷が主であったけれども、2005 年から干しアワ
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ビを販売している。干しアワビ開発のきっかけは、吉田社長が社長就任直後か
らアワビや海藻の買い付けで中国の大連を訪問しており、アワビ業者と知り合
いになったことである。中国では古代の貨幣「元宝」に形が似ているほど、干
しアワビの価値は高くなるけれども、元宝型の干しアワビを製造できる業者は
極少数に限られる。吉田社長は元宝型アワビの開発に取り組んで、ほぼ全量を
中国市場に出荷している。
　カネキ吉田商店は南三陸町内に４工場を所有しており、志津川商工団地の本
社工場以外の３工場が津波で流失した（９）。本社工場も通電が 2011 年５月、
通水が７月となり、電気と水が供給されるまで稼働できなかった。吉田社長は
３月下旬に以前から取引のあった青森県八戸市のかねと水産の新沼舘務社長
に、「作業場を貸してほしい」と申し出た。かねと水産も２工場のうち本社工
場が被災したけれども、復旧工事を急いで４月 17 日にはカネキ吉田商店に作
業場を提供した。
　カネキ吉田商店の工場長の渡辺市徳氏をはじめとする 15 名がかねと水産の
本社工場の２階に寝泊まりし、宮城県内から届けられた原料の冷凍メカブを水
で解凍させ、湯通しする加工作業をおこなった。八戸市で加工したメカブを南
三陸町の工場へ運び、パックに詰めて全国に出荷できた。カネキ吉田商店は５
月上旬から八戸市の横道商店の水槽を借り、南三陸町から活きアワビを運んで、
青森県内外の主要市場に出荷した。
　中小企業庁によるグループ補助は 2011 年８月５日に総額 178 億円、28 グ
ループが第一次認定グループとして認定され、カネキ吉田商店が中心となった
19 社による「南三陸地区水産加工業復興グループ」も認定された。
　吉田社長が中心に南三陸町の水産加工会社 10 社が集まって「南三陸冷凍水
産物協同組合」を設立し、5000 トン級の冷凍冷蔵庫を設置して共同保管事業
を実施するとともに、製氷機を設置して氷の販売を目指している。同組合は志
津川商工団地にほど近い国道 45 号沿いの土地を確保し、2012 年３月末を目
指して冷凍倉庫を建設中である。
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　４．造船業
　南三陸町には志津川地区に志津川造船鉄工所と大勝造船の２社、歌津地区に
小野造船１社の合計３社の造船会社があった。志津川造船鉄工所は大正末期に
会長の高橋祐記氏（1926 年生まれ）の父親が創業し、1999 年に高橋幸記氏
（1956 年生まれ）が三代目社長を引き継いでいる。祐記氏と幸記氏をはじめ、
従業員13名も無事であったものの、工場も高橋氏の自宅も全て流失してしまっ
た（10）。幸記氏は事業継続を断念しかけたけれども、1960 年のチリ地震津波か
らの復興の経験がある祐記氏の後押しと、顧客である漁師の声に応えるために
事業再開を決意した。2011 年４月末から作業再開の準備を始め、６月初めに
はトタンの仮工場を開設した。仮工場は以前の工場の 10 分の１の規模である
ものの、７月末までに 20 隻、９月末までには合計 50 隻の船の修理をするなど、
漁船を求める漁師の需要に応えている。
　千葉勝司氏が社長を務める大勝造船は、2008 年 10 月には宮古漁協向けに
19 トンの FRP 船「第一日出島丸」を進水させているけれども、主に５トン前
後の FRP 船を中心に建造と修理をおこなっていた。2011 年４月中旬から仮設
工場で事業を再開し、11 月までに修理 30 隻、新船建造 20 隻を受注しており、
2013 年３月まで建造の工程が埋まっている。11 月 25 日には同社の震災後初
の新造船となる２トンの FRP 船「豊丸」が進水した。現在の従業員は 13 名で
あり、千葉社長は「仮の工場は効率が悪く、手いっぱい。従業員を増やさない
と注文をこなせない」と話している（11）。
　大勝造船が中心となって 10 社で「南三陸町造船鉄工協力会」としてグルー
プ補助を申請し、第２次認定グループとして 2011 年 11 月８日に認定された。
歌津地区の小野造船は、震災で工場を失い出張修理だけをおこなっていたけれ
ども、グループ補助もあって 2012 年２月には仮設工場が開設された。
　南三陸町造船鉄工協力会
●大勝造船：造船業（FRP 製及び軽合金製小型船舶の建造・修繕）
●志津川造船鉄工所：造船業（FRP 漁船の建造・修理）
●今野鉄工所：船舶用製品販売・修理業（船舶エンジン・船外機の販売・修理等）
●三英工機（三浦英樹）：船舶修理業（船舶・機械・漁労機器の販売・修理）
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●小野造船所（小野庄三郎）：造船業（FRP 船建造・修理）
●カトーディーゼル：機械販売・修理業（船用主機関・漁労機械・油圧機器販
売・修理）
●佐藤鉄工所：和船，船外機製造・販売・修理業（和船，船外機の製造・販売・
修理）
●髙橋工業：機械販売・修理業（船舶機械・漁労機器販売・修理）
●高橋電装：機械販売・修理業（船舶電気配線工事，電装品販売）
●松岡工業：機械販売・修理業（船舶油圧機器，漁業器具販売・修理）
　５．観光業
　水産業コンプレックス（水産業、水産加工業、造船業等）と並ぶ南三陸町の
主要産業は観光業であった。南三陸町の観光業の特徴は、漁業と結びついたブ
ルー・ツーリズムと農業と結びついたグリーン・ツーリズムをセットで商品化
した、体験型の観光という点であった。現在でもグリーン・ツーリズムはある
程度実行可能であるものの、ブル ・ーツーリズムが壊滅的な打撃を受けたため、
南三陸町の観光業全体が壊滅的な打撃を受けている。
　南三陸町の宿泊施設は収容人数 1300 人の南三陸町ホテル観洋以外、比較的
小規模な民宿や旅館が大半であり、民宿は基本的に漁業者の副業であるため、
水産業が復興しない限り民宿も復興できないところが多い。
　そのため、現在の南三陸町の観光業は被災地ツアーが主となっており、防災
や津波の学習を目的に高校生や大学生が団体で訪問している。関東からの団体
が多いけれども、遠くは福岡県からも訪れている。2012 年２月８日には早稲
田大学教育学部のツアーバスとすれ違った。
　６．今後の課題
　南三陸町産業振興課商工・観光振興係長の千葉氏によると、現在の最大の課
題は「雇用」であった。前述したとおり商業者の約半分近くが事業を再開して
おらず、水産加工業の全面再開までまだ時間がかかり、働き盛りの人びとに仕
事がない状況である。
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　雇用保険の給付日数が被災地では特別に延長されたけれども、早ければ
2012 年１月中旬にも雇用保険の給付が終了している。そうした働く場所のな
い人びとの受け皿となっているのが、震災等緊急雇用対応事業（緊急雇用）で
あり（12）、町の直接雇用と委託による雇用の合計で約 400 名が対象となってい
る。同事業の予算は、2011 年度は７億 6000 万円に上り、2012 年は 18 億円
を要求している。
　緊急雇用の委託先として多いのは、漁協や農協を通じたガレキ撤去、漁場や
農場の整備などである。さらに、社会福祉協議会を通じて支援員を雇用し、町
内外の仮設住居の巡回事業をおこなうなど、住民の心と体の健康のケアにも活
用している。前述の観光業と関連して、観光協会を通じて観光ガイドを雇用し、
被災地ツアーのバスに同乗して津波の被災の語り部ガイドを委託している。
　当面の雇用対策として緊急雇用も重要であるけれども、より継続的な雇用の
受け皿が必要となる。南三陸町の産業の柱は水産業コンプレックスと観光業で
あり、復興後もこの２つの産業が中心となる状況には変わりがない。
　水産業コンプレックスは共同化によって、一歩ずつ復興への歩みを進んでい
る。観光業についても共同化の可能性を探ることで、単独では乗り越えること
が困難な課題を乗り越えてゆくことが求められる。ひとつには、観光業におけ
る共同化であり、２階建ての仮設店舗のような仕組みで民宿を共同で運営する
ようにアイディアである。
　もうひとつは、観光業とその他の産業との共同化であり、もともとブルー・
ツーリズムの要素が強かったことから、水産業や水産加工業との連携をさらに
深めることが考えられる。たとえば仮設工場から本設の工場へ移る段階で、仮
設工場を体験学習用の場所に転用できるように掛け合い、仮設工場に隣接して
宿泊施設を建設するというようなアイディアである。
　これに限らず、共同化によってこれまで実現できなかったような枠組みを実
行することで、水産業コンプレックスだけでなく観光業もいちはやく復興し、
雇用の受け皿が生まれ、町に人びとが帰ってくることを願ってやまない。
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注
（１）中小企業庁によれば、「被災地域の中小企業等のグループが復興事業計画
を作成し、地域経済・雇用に重要な役割を果たすものとして県から認定
を受けた場合に、施設・設備の復旧・整備に対して国が 1/2、県が 1/4
を補助します」とあり、国と県の合計で４分の３を補助している。
（２）詳細については、『産経新聞』「『漁業続けたい』が９割　南三陸町アンケー
トに」2011 年４月 17 日、を参照されたい。
（３）詳細については、『南三陸町』「水産業復興の拠点　仮設魚市場オープン」
2011 年 10 月 24 日、を参照されたい。
（４）詳細については、清水敬子「宮城県志津川漁協　三陸漁場を背景に養殖
業が注目される志津川湾」JF 全漁連、2002 年 12 月、を参照されたい。
（５）「復興かきプロジェクト」は仙台市のアイリンク代表取締役の齋藤浩昭氏
が中心となった、三陸のカキ生産者の支援を目的としたオーナー制度で
ある。１口１万円で、養殖資材支援３割、カキ仕入原価４割、配送料な
ど経費３割を目標としており、復興後に１口約 20 個のカキがオーナー
に届けられる。2012 年２月 19 日現在で 2 万 0184 人、2 万 7480 口が
寄せられている。
（６）詳細については、「南三陸町『株式会社ヤマウチ 山内鮮魚店』店長ブログ」
を、参照されたい。
（７）ミュージックセキュリティーズは、「音楽ファンドを通じて、音楽をもっ
ともっと自由に楽しんで頂きたい、という想い」から、2000 年 12 月に
株式会社として設立された。１口１万円でアーティストの支援をおこな
うというマイクロクレジットの仕組みは、音楽ファンドだけでなく純米
酒ファンドなど、その支援の範囲が広がっていた。セキュリテ被災地応
援ファンドは2012年３月10日現在で、募集総額９億0794万円に対し、
１万 8369 人から６億 1819 万円が寄せられている。詳細について、「セ
キュリテ被災地応援ファンド」を、参照されたい。
（８）詳細については、七十七ビジネス振興財団「七十七ビジネス大賞受賞企
業　株式会社カネキ吉田商店」『七十七ビジネス情報』第 33 号、2006
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年４月、を参照されたい。
（９）詳細については、『デーリー東北』「水産復興へ手携え／宮城の業者に施
設貸す」2011 年６月 15 日、を詳細されたい。
（10）詳細については、『神戸新聞』「工場再建漁師の思い励みに奮起」2011
年７月 22 日、を参照されたい。
（11）詳細については、『河北新報』「焦点／漁船がない、注文殺到／宮城、
１万 2000 隻大破・流失」2011 年 12 月７日、を参照されたい。
（12）厚生労働省によれば、「東日本大震災に伴い、住居や仕事を失った被災
者が全国各地に避難していることから、重点分野雇用創造事業の基金を
積み増し、新たに震災対応事業を創設した」とされ、従来の緊急雇用創
出事業等を拡充した事業となっている。
